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地球温暖化のメカニズム
私たちが消費するエネルギーにより、地球の気温が上昇しています

　地球の気温は、熱（赤外線）のバランスで、平均気温が約15℃に保たれてい
ます。このバランスを保っているのは、赤外線を吸収する性質を持つ二酸化炭素
（CO2）などの温室効果ガスです。
　しかし、この100年あまりの間に人間活動が活発化し、電気やガスをはじめとす
る様々なエネルギーの消費量が増え、大気中に占める温室効果ガスの濃度が高くな
ってきました。これによって、大気中や地表周辺にとどまる熱が増加し、地球の気
温が上昇しています。これが「地球温暖化」といわれる現象です。

　日本国内から、燃料の燃焼により発生しているCO2の量は、2005年度には約
12億６百万ｔに達しました。これは1990年度と比較すると13.9％も増加してい
ます。
　中でも商業・サービス業・事業所等の民生業務部門から排出されるCO2は全体の
19％（約２億3,400万ｔ）を占めています。この排出量は1990年度と比較して
42.2％も伸びており、これは他のどの部門よりも大きな伸びとなっています。地球
温暖化防止のためには民生業務部門におけるCO2の排出削減が大きな鍵を握ってい
ると言えます。

私たちの活動から排出されるCO2

日本の二酸化炭素排出量（燃料の燃焼による分）（環境省 2005年度速報値）

計：約12億600万t
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地球温暖化（温室効果）の仕組み
○適切な温室効果 ○温室効果ガスが増えると…

排気ガス（CO2）

代替フロンガス製品

この熱が地球を
適切な気温に保つ

気温上昇

【温室効果ガス】
CO2、メタンガス
一酸化二窒素、代替フロンガス

石炭・石油燃料の使用（CO2）



事業所からのCO2 排出量の算定方法

　事業所からのCO2排出量を削減していくためには、まずは、現時点での排出量を把握する
ことが重要です。CO2の排出量は、事業所内でのエネルギー消費量（電気、ガス、灯油な
ど）に排出係数をかけることで算出します。

　算定範囲としては、主に事業所内でのエネルギー消費を対象としますが、社有車で消費す
るガソリン、軽油など正確に把握できるものは範囲に含めてください。

エネルギーの
種類

電気

都市ガス

LP ガス

灯油

Ａ重油

C 重油

地域熱供給

ガソリン

軽油

固有
単位

kWh

Nm3

kg

Ｌ

Ｌ

Ｌ

MJ

Ｌ

Ｌ

CO2 排出係数
（B）

0.555（kgCO2／kWh）

2.08（kgCO2 ／ Nm3）

3.00（kgCO2 ／ kg）

2.49（kgCO2 ／Ｌ）

2.71（kgCO2 ／Ｌ）

2.98（kgCO2 ／Ｌ）

0.057（kgCO2 ／ MJ）

2.32（kgCO2 ／Ｌ）

2.62（kgCO2 ／Ｌ）

使用量
（A）

CO2 排出量
(A) × (B)

（kgCO2）

計（kgCO2）

表１　CO2排出量の算出表

出典）地球温暖化対策の推進に関する法律施行令

CO2排出量
（kgCO2）

エネルギー使用量
（Ｌなど固有単位）

CO2排出係数
（kgCO2／Ｌなど固有単位）
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※LPガスの消費量を気体（ｍ3）として把握している場合については、1ｍ3＝2.07kgとして換算してください。



CO2 排出量の削減に向けた取組項目

　CO2の排出削減に向けた取組項目は、その業態や取組範囲によって様々です。
ここでは、
	 　　　　　　 テナントとして入居している事務所の場合
	 　　　　　　 テナントとして入居している店舗の場合
	 　　　　　　 ビル全体の排出量が把握でき、削減に取り組む場合
	 の3つのケースについて、排出削減に向けた取組項目を例示します。

●空調
・室内の温度設定を省エネモードにする。（夏は28℃、冬は20℃を目安に）

	 ・クールビズ、ウォームビスを推進し、服装の面から空調負荷を軽減する。

	
・中間期、冬季は、窓を開けて外気を導入する。

	 ・ブラインドを調整し、冷暖房負荷を軽減する。
	 ・扇風機、サーキュレーターによって空気を循環させ、冷暖房負荷を軽減する。

●照明
	 ・使用していない部屋は消灯する。
	 ・昼休みは消灯する。
	 ・外光などにより不要な照明は消灯する。（可能であれば間引きする）
	 ・蛍光灯に高効率反射板を取り付けることによって照度を上げる。

●パソコン
・離席時には画面、パソコンの電源をOFFにする。

●給湯
・冬季以外は給湯を停止する。

このような取組みを促進するために、
	 ・空調、照明のスイッチや、パソコン周りに、省エネを呼びかけるステッカー

　を貼付する。

テナントとして入居している事務所の場合Case1ケース

■従業員の意識改革等により短期的に実施できる対策
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Caseケース2
Caseケース1

Caseケース3



■建物所有者との調整により実施できる対策

・パソコンの電源OFFなどを積極的に実践している人を優遇するような制度を
　導入する。

などといった工夫も有効です。

・パソコンなどのOA機器買い替えの際に、省エネルギーのものを導入する。

・照明をこまめに消すことができるようにプルスイッチを設置する。
・窓ガラスに遮熱フィルムを貼る、新たにブラインドを設置するなどし、窓から
　の熱の出入りを小さくする。
・トイレやロッカールームなどに、人の出入りを感知するセンサーを設置し、人
　がいないときには自動的に照明が切れるようにする。

　店舗の管理部門については通常の事務所と同様にケース１のような対策が望ま
れます。物販部門や飲食店について、以下のような対策が考えられます。

●すぐに実施できる対策
○空調関連
・空調の冷し過ぎ、暖め過ぎに注意する。
・中間期、冬季の冷房は外気冷房を採用する。
○証明関連
・照明設備は効果的な演出を行い、白熱電球の割合を減らす。可能な場合は電
　球型蛍光灯を導入する。
・出入口及び窓の付近は昼光利用を検討する。

テナントとして入居している店舗の場合Case2ケース

■物販部門における対策

■事務所内で中長期的に実施できる対策

　右の「国際エネル
ギースターロゴ」がつ
いた製品は、待機電力
が少なく、CO2排出削
減に有効です。
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(財団法人　省エネルギーセンターでステッカーを頒布（有料）しています 
　http://www.eccj.or.jp/goods/index.html )

旧ロゴ 新ロゴ



○冷蔵・冷凍設備関連
・食品は適正温度で管理し、オープン型ショーケースの冷し過ぎに注意する。
・閉店時はナイトカバーなどで冷気漏れを少なくする。
・冷蔵ケースのガラス扉はこまめに閉める。
・ショーケースの照明は営業時間外は消灯する。見た目に配慮しながら営業時
　間内の照明も調整する。
・冷凍機のコンデンサ(凝縮器)、エバポレータ(蒸発器)を定期的に清掃する。

●設備投資が必要になる対策
・省エネタイプのインバータ照明を採用する。
・省エネルギー型エアカーテンタイプのショーケースを導入する。
・排熱を室外に排出するタイプのショーケースを導入する。
・屋外看板の照明を、ネオン、蛍光灯からLED（発光ダイオード）タイプに変
　更する。

●すぐに実施できる対策
・調理用のガスの口火はこまめに消す。
・ガスバーナーの清掃と空気量の調整を行い、完全燃焼するようにする。
・バーナーに合った鍋を使う。
・ガス使用量に応じた換気風量の調整を行う。
・給水、給湯量低減のため、食べ残し等を取り除いてから洗浄する。
・食材保管用冷蔵(凍)庫は出し入れの回数、時間が短くなるよう管理する。
・給湯温度を上げすぎないようにする。
・洗い場等の給湯の連続補給や、解凍時の垂れ流しを避ける。

●設備投資が必要になる対策
・給湯配管の断熱強化を行う。
・排気ファンの風量について、ガスの使用量に応じて段階的に増減する装置を
　導入し、電力消費を低減する。
・フードの設置など燃焼機器発熱の排気の効率化を図る。
・屋外看板の照明を、ネオン、蛍光灯からLED（発光ダイオード）タイプに変
　更する。

■飲食店における対策
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■機器の運用方法の変更等によって実施できる対策

　ケース１及びケース２の取組みのほか、以下のような対策によって、ビル全体
からCO2を削減することができます。

●空調
・CO2濃度を管理し、在館人員に応じて外気量の取入れをコントロールする。
・冷暖房開始時には外気取入れを停止する。
・夏季、朝の外気温度が低い場合には、外気取入れによる予冷を行う。
・外気冷房が有効な期間は全熱交換器のバイパス運転を行う。
・冷暖房終了時間前（１時間程度）に熱源機を停止し、搬送装置のみの運転と
　することで装置内の熱を有効利用する。
・複数設置された熱搬送ポンプは、負荷に応じた運転台数に調整する。
・空冷機のショートサーキットをチェックし、防止措置をとる。
・冷凍機の冷水出口温度を設定する。
・空調機フィルタ、熱交換器などを定期的に清掃する。
・空調機をシーズンオフなどに長期間停止する時は、電源開閉器を「切」にする。
・吹出口に風向調整装置のある空調機では、冷房時には水平に、暖房時には下
　向きに調整して吹き出す。

●空調
・給湯の使用量の少ない時間帯（曜日）は、循環ポンプを停止する。
・季節的に給湯が不要な場合（夏期のトイレ手洗い等）は給湯を停止する。
・ボイラーや燃焼機器の空気比を調整する。
・ボイラーのブローの適正化及び水質管理を行う。

●照明・電気
・照明器具の清掃、蛍光灯の交換を定期的に行う。
・昼光利用を図る。
・自動販売機を利用者のいない夜間は停止し、照明を消す。
・在館人員に応じて(特に土休日及び夜間)エレベーターの運転台数を調整する。
・変圧器の負荷率を管理し、電力ロスを削減する。
・電気室の温度設定を見直し、冷房負荷、換気動力を軽減する。

ビル全体の排出量が把握でき、削減に取り組む場合Case3ケース
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●空調
・窓ガラスに遮熱フィルムを貼る、新たにブラインドを設置するなどし、窓か 
　らの熱の出入りを小さくする。
・マニュアルインバータを設置し空調の流量を調整する。
・冷却水、冷温水ポンプにインバータを設置し流量調整をする。
・冷却塔の充填材は目詰まりの状況により交換する。
・駐車場換気設備にCOなど各種センサーを設置し、発停及び風量を制御する。

●ボイラー・給湯
・蒸気弁・配管等の断熱を強化する。

●給水
・節水コマ、節水器具を採用する。
・女子トイレに擬音装置を設置する。

●照明・電気
・照明をこまめに消すことができるように、プルスイッチを設置する。
・トイレやロッカールームなどに、人の出入りを感知するセンサーを設置し、
　人がいないときには自動的に照明が切れるようにする。
・白熱灯を蛍光灯に更新する
・既存照明器具の安定器をインバータタイプ（Hf）に変更する。
・光の反射や透過が良い高効率照明器具を採用する。
・照明器具には反射板や庇を取り付ける。

●空調
・出入口に風除室やエアカーテンを設け、空調負荷を下げる。
・熱源装置を台数分割し、部分負荷時の効率を向上する。
・変風量（VAV）・変流量(VWV)方式の空調システムを導入する。
・全熱交換器を採用する。
・ビルエネルギー管理システム（BEMS）導入する。
・建物の壁、屋根、ガラス窓の断熱施工を行う。

●給湯
・給湯使用量が少ない場合は局所式給湯設備に変更する。
・コジェネレーションシステムやヒートポンプ、太陽熱温水器など省エネル
　ギー機器の導入を検討する。

■短期的（3～5年程度）に回収可能な投資によって実施できる対策

■大規模改修などの際に実施できる対策

8



●照明・電気
・高効率照明器具に更新する。
・調光機能付き照明器具に更新する。
・天井、壁、床等は反射率が高い明るい色あいにする。
・高効率なトップランナー変圧器を採用し、台数を集約する。
・コンデンサーなどの機器を低損失タイプに更新する。
・エレベーターのインバーター制御、電力回生制御装置を導入する。
・太陽光発電など省エネルギー機器の導入を検討する。

・各種計測器を設置、運用する。
・省エネルギー診断を実施する。
・営業方法、体制を改善する。
・グリーン購入、調達を推進する。
・包装、梱包を簡素化する。
・廃棄物の削減、再利用を促進する。
・節水、水の効率的利用を促進する。
・太陽光発電、太陽熱集熱機、風力発電、燃料電池などの新エネルギーを導入
　する。
・ISO14001、エコアクション21などの環境マネジメントシステムを導入する。
・ESCO事業導入による包括的な省エネルギー対策を実施する。 9

■管理面での対策



継続的なCO2 削減行動に向けて

　CO2排出の削減には、組織的な取組みが必要です。以下のフローチャートを参考に、継続
的な取組みをお願いします。

・事業所の責任者（社長、店長など）が、組織
　全体として取り組むことを決定します。

・取組みの担当者または担当部署を決定します。

・本パンフレットに示した方法で、データが得
　られる最新年度の排出量を把握します。
・可能な場合は過去数年分の排出量を計算し、
　その推移について分析することも有効です。

・目標年度、削減率（●●年を基準として○○
　％削減など）を明示した目標を設定します。
・責任者の関与、決断が必要です。

・削減目標達成に向けた具体的で実現可能な取
　組項目を選定します。

・毎年度、削減状況を評価、検証しましょう。
　必要に応じて取組項目を見直し、次年度の取
　組みにつなげましょう。

CO2削減に
取り組むことを決定1

実施体制の検討、決定2

CO2排出量の把握3

CO2削減目標の設定4

取組項目の選定5

全社的な取組みの実施6

削減状況の評価、検証7
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インバーター制御
モーターなどの回転数を制御する際に、必要な負荷に応じて回転数を制御する仕組み。無
駄な運転や、運転のON／OFFが少なくなるため省エネになります。

ESCO事業
ESCO（Energy Service Company。エスコ）事業とは、工場等の省エネルギーに関す
る包括的なサービスを提供し、それまでの事業環境を損なうことなく省エネルギーを実現
し、さらにはその結果得られる省エネルギー効果を保証する事業です。
ESCO事業は民間のESCO事業者により実施されます。ESCO事業導入による 省エネ効
果はESCO事業者により保証されます。さらに、省エネルギー改修に要した投資・金利返
済・諸経費等は、全て省エネルギーによる経費削減分でまかなわれます。また、契約期間
終了後の経費削減分は全て客の利益となります。
＜参照＞
財団法人　省エネルギーセンター　ホームページ　「ESCO総目次」
http://www.eccj.or.jp/esco/index.html

コジェネレーションシステム
１つのエネルギー源から、複数のエネルギー（電気と熱など）を取り出す仕組み。発電
（電気エネルギー）の予熱（熱エネルギー）を暖房や給湯などに再活用する「熱電併給シ
ステム」などがあります。

ショートサーキット
室外機の周辺に障害物がある等の原因で、室外機の排気（排熱）が吸い込み側に回ってし
まう現象。放置すると室外機がオーバーヒートして冷房効率が低下します。

トップランナー方式
「省エネ法（エネルギーの使用の合理化に関する法律）」による、省エネルギー基準の設定
方法のこと。機器の省エネルギー基準を「各々の機器においてエネルギー消費効率が現在
商品化されている製品のうち最も優れている機器の性能以上にする」というもので、各機
器について目標値と基準達成のための目標時期が設けられています。

ヒートポンプ
電気などのエネルギーにより、温度の低い部分から温度の高い部分に熱を移動させる装
置。冷媒の圧縮・膨張による潜熱（気化熱）の移動を応用したもの。
熱移動による冷却効果が古くから冷蔵庫、冷凍庫、エアコンなどに使われてきました
が、近年、熱回収による加熱効果が暖房・給湯などに応用されています。圧縮機（コン
プレッサー）に投入する電気エネルギーよりも多い熱エネルギーを回収できるため、省
エネルギー技術として注目されています。

ビルエネルギー管理システム（BEMS）
業務用ビルの室内環境やエネルギー使用状況を一元的に管理し、空調機器などの運転管理
を自動的に行うシステムのこと。運転の最適化により省エネルギーが期待されます。

用語解説
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